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〇 本資料は、国民健康保険システムの標準化に係る各検討事項に対し、これまでの検討経緯や、検討結果、整理状
況等を纏めている。
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１．標準化検討におけるこれまでの実施内容
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〇 国民健康保険システムの標準化においては、検討会、自治体ワーキングチーム及びベンダワーキングチーム（以下「WT」という。）の構成員
にご協力いただき、以下の流れで検討を進めてきたところ。
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# 会議 日程 概要 ご意見数

1 第1回ベンダ分科会
令和6年11月28日～

令和6年12月9日
（書面開催）

実装必須機能（経過措置対象）について、事務局にて洗い出した候補機能の確認及び候補と
して追加すべき機能がないかベンダ構成員よりご意見をいただいた。

103
（追加機能数）

2 合同WT（第3回） 令和7年1月15日
制度改正および実装必須機能（経過措置対象）等の対応について、対応方針のご報告と検討
が必要なものについて議論した。

37

3 検討会（第3回） 令和7年1月24日 検討経緯について、検討会へお諮りし、事務局にて引き続き対応を進める旨を承認いただいた。 ー

4
全国意見照会前

最終確認
令和7年1月24日～
令和7年1月27日

合同WTの結果を反映した国保標準仕様書【第1.4版】（案）について、WT構成員にて全国
意見照会前の最終確認を実施いただいた。

18

5 全国意見照会
令和7年2月3日～
令和7年2月14日

WT構成員の最終確認結果を反映した国保標準仕様書【第1.4版】（案）について、全国意見
照会を実施し、市区町村からご意見を回答いただいた。

237

6 合同WT（第4回） 令和7年3月10日 全国意見照会にて市区町村よりいただいたご意見結果について、対応方針をご報告した。 ー

7
国保標準仕様書
【第1.4版】（案）
策定前最終確認

令和7年3月10日～
令和7年3月11日

全国意見照会の結果を反映した国保標準仕様書【第1.4版】（案）について、WT構成員にて
国保標準仕様書【第1.4版】（案）策定前の最終確認を実施いただいた。
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１．標準化検討におけるこれまでの実施内容



〇 これまでの標準化検討の実施スケジュールは以下の通り。
〇 令和7年2月3日から2月14日の期間において、国保標準仕様書【第1.4版】（案）に対する全国意見照会を実施

し、いただいたご意見について、事務局にて対応方針の整理等を実施し、国保標準仕様書【第1.4版】（案）を取り
纏めた。国保標準仕様書【第1.4版】（案）について、第4回WTにてご確認いただき、WT構成員よりいただいたご
意見を反映したところ。
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：検討会・WT・ベンダWT構成員が参加する作業：事務局が実施する作業

１．標準化検討におけるこれまでの実施内容

令和6年度

10月 11月 12月 1月 2月 3月

▲10/31
国保標準仕様書
【第1.3版】公開

▲2/3
国保標準仕様書
【第1.4版】（案）公開

△
3/31

国保標準仕様書
【第1.4版】公開

▲3/10
第4回WT

△
3/21
第4回検討会

全国
意見
照会

照会
結果
反映

WT
検討会

WT
結果
反映

子ども・子育て支援金制度
仕様書案作成

令和6年度下期改版対応

eLTAX
仕様書案作成

2/3～2/14

▲11月28日～12月9日
ベンダ分科会

▲1/24 第3回検討会

WT
検討会

WT
結果
反映

▲1/15 第3回WT

ベンダ
分科会

実装必須機能
（経過措置対象）の整理

結
果
反
映

【総務省】
▲ 1/31 eLTAX公開仕様書（暫定版）



２．全国意見照会の実施結果

6



２．１ ．全国意見照会の実施結果

〇 令和7年2月3日から2月14日の期間で実施した国保標準仕様書【第1.4版】（案）全国意見照会においていただ
いた本紙及び別紙に対するご意見の数は以下の通り。
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※1 回答する市区町村にて、回答時に付していただいた意見分類
※2 意見照会の回答様式とは別に質問票で受け付けた問合せやご意見

＃ 業務
国保標準仕様書
【第1.4版】（案）

意見分類（※1）

合計
質問票
（※2）表現修正・

誤植
要件追加

要件縮小・
削除

経過措置
対象変更

その他

1 － 本紙 1 2 0 － 0 3 0

2
システム
共通

機能・帳票要件 1 0 0 4 0 5
0

帳票詳細要件・レイアウト 0 0 0 － 0 0

3
資格
管理

業務フロー 0 1 0 － 0 1

10機能・帳票要件 0 12 1 15 1 29

帳票詳細要件・レイアウト 18 16 1 － 15 50

4
賦課
管理

業務フロー 0 0 0 － 0 0

4機能・帳票要件 0 0 0 5 2 7

帳票詳細要件・レイアウト 42 6 2 － 10 60

5
給付
管理

業務フロー 0 0 0 － 0 0

4機能・帳票要件 0 6 0 0 4 10

帳票詳細要件・レイアウト 0 16 0 － 0 16

6
収納
管理

業務フロー 0 0 0 － 0 0

1機能・帳票要件 1 2 0 0 32 35

帳票詳細要件・レイアウト 0 5 4 － 6 15

7
滞納
管理

業務フロー 0 1 0 － 0 1

1機能・帳票要件 0 1 0 0 0 1

帳票詳細要件・レイアウト 1 0 0 － 3 4

合計 64 68 8 24 73 237 20



# 分類 分類の基準
対応区分

対応見送り 修正

1 質問 記載に関する質問や、既に要件として規定済みとなっている内容であるため、対応を不要としたもの。 〇 ー

2 見送り
以下の理由により対応を不要としたもの。
・標準仕様書の対象範囲外の内容のもの
・すでに検討済みの事項であり、現時点で変更することが適切でないと考えるもの 等

〇 ー

3 今後検討予定
地方単独公費の取り扱い等、検討中の事項に対してのご意見であるため、現時点での対応は見送り、
今後の参考情報として活用するもの。

〇 ー

4 記載修正
誤植の指摘や、他の記載との不整合等に関するご意見であるため、事務局の判断にてご意見の通りに
対応したもの。

ー 〇

5 経緯・補足修正
仕様書の記載が不十分であるためにいただいたご意見であると判断し、事務局の判断にて経緯等の追
記を行ったもの。

ー 〇

6 制度 制度に基づいたご意見であり、要件の変更を検討すべきと判断したもの。 ー 〇

7 見直し
ご意見の内容に基づく要件がないと業務が遂行できず、代替手段がない等の運用への影響があり、要
件の変更を検討すべきと判断したもの。

ー 〇

# 対応区分 対応内容

1 対応見送り ご意見に対して、国保標準仕様書へ反映しない理由や根拠等を示し、WT構成員において、事務局の判断が正しいかをご確認いただいた。

2 修正
誤植や機能の見直しが明らかに必要であると判断したものについて記載修正を行い、国保標準仕様書【第1.4版】（案）として作成した。
WT構成員においては、修正を行った箇所とその理由が正しいかをご確認いただいた。

２．２．ご意見への対応方針
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〇 全国意見照会でいただいたご意見は、前述の4頁にて示した今後検討を予定している事項に関するものや、誤植等の
指摘、標準化の趣旨に沿わないご意見等が混在していたため、これらを細分化し、下記7分類と、分類毎に対応区分を
定め、ご意見の分類作業及びご意見への対応を行った。

〇 対応区分毎の内容を以下に示す。



２．３．ご意見への対応方針（分類結果）

9

〇 前頁にて示しした7分類にご意見を分類した結果は以下の通り。
対応区分を「修正」としたご意見に基づき、必要に応じてWTで議論を行った上で、国保標準仕様書【第1.4版】

（案）へ反映した。

分類 質問 見送り
今後

検討予定
記載修正

経緯・
補足修正

制度 見直し

対応区分 対応見送り 修正

1 － 本紙 1 1 0 1 0 0 0

2 システム共通
機能・帳票要件 0 4 0 1 0 0 0

帳票詳細要件・レイアウト 0 0 0 0 0 0 0

3
資格管理
（※）

業務フロー 0 1 0 0 0 0 0

機能・帳票要件 0 21 0 5 0 0 0

帳票詳細要件・レイアウト 8 31 0 11 0 0 0

4 賦課管理

業務フロー 0 0 0 0 0 0 0

機能・帳票要件 0 7 0 0 0 0 0

帳票詳細要件・レイアウト 5 24 0 29 0 0 2

5 給付管理

業務フロー 0 0 0 0 0 0 0

機能・帳票要件 3 5 0 2 0 0 0

帳票詳細要件・レイアウト 8 1 0 7 0 0 0

6 収納管理

業務フロー 0 0 0 0 0 0 0

機能・帳票要件 33 2 0 0 0 0 0

帳票詳細要件・レイアウト 4 8 3 0 0 0 0

7 滞納管理

業務フロー 0 1 0 0 0 0 0

機能・帳票要件 1 0 0 0 0 0 0

帳票詳細要件・レイアウト 3 1 0 0 0 0 0

合計 66 107 3 56 0 0 2



〇 前述した7分類及び2種類の対応区分に従い、事務局にて各ご意見に対して分類・理由等を記載し、「ご意見一
覧」として整理している。（詳細は「【別添①】ご意見一覧」参照）

【ご意見一覧のイメージ】

※「ご意見一覧」は意見照会を行った対象物毎に、以下の4シートに分けて作成している。

２．４．ご意見への対応方針（ご意見一覧）
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・「集計結果②本紙」 ・「集計結果③（別紙１）業務フロー」

・「集計結果④（別紙２）機能・帳票要件」 ・「集計結果⑤（別紙３・４）帳票詳細要件・帳票レイアウト」

〇 なお、「ご意見一覧」については、他業務と同様に公開はしない方針とし、国保標準仕様書【第1.4版】の公開をもっ
て、各市区町村においてご意見の反映有無をご確認いただくこととする。

前述した分類・対応区分を記載。 対応見送りとした理由や、修正内容等を記載。



3．国保標準仕様書【第1.4版】（案）における対応内容
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# カテゴリ 項目 対応内容

1

制度
改正

eLTAX活用に係る対応について

eLTAX活用に係る対応については、規制改革実施計画（令和5年6月16日閣議決定）
の「共通課題対策分野」において、地方公共団体が公金納付にeLTAXを活用することがで
きるようにするため、遅くとも令和8年9月までにeLTAXを活用した公金収納を開始することが
示された。国民健康保険料についても、eLTAXを活用した収納の対応が必要となることか
ら、国保標準仕様書への機能の取り込みを行った。（詳細は後述）

2 子ども・子育て支援金対応について

「子ども・子育て支援法等の一部を改正する法律」（令和6年法律第47号。）の成立によ
り、新たに子ども・子育て支援金制度が創設され、医療保険者が賦課・徴収する保険料に
子ども・子育て支援金を含めることとされたため、国保標準仕様書への取り込みを行った。
（詳細は後述）

3

その他

実装必須機能（経過措置対象）
の整理について

国保においては国保標準仕様書【第1.1版】の公開後、大型の制度改正が示されており、
全ての実装必須機能を標準化期限の令和7年度末までに実装することが困難な状況であ
ることを踏まえ、一部の実装必須機能について、経過措置対象（以下「実装必須機能
（経過措置対象）」という。）として扱う方針とし、標準仕様書に反映した。（詳細は後
述）
なお、令和7年2月にデジタル庁から示された「移行後の経過措置（一部機能の移行後の
実装等）について」と本対応との経過措置の関係性について整理した内容を「【資料No.2
別紙1】国民健康保険システムにおける実装必須機能（経過措置対象）の申請について
（案）」に示す。

4
支給決定通知書医療機関名称出
力対応

高額療養費の支給簡素化が進んだことにより、被保険者が支給申請書で自身の受診実態を
把握することなく高額療養費が支給されることが増えていることにより、高額療養費の支給決定
通知書に「診療年月」及び「医療機関名称」を出力する必要性が高まっていることを踏まえ、
医療機関ごとの診療情報を示した高額療養費支給決定通知書を出力する機能及び帳票
要件を標準オプション機能として追加した。

【機能要件】 機能ID：0242828、0242829
【帳票】 給付30：国民健康保険高額療養費支給決定通知書
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３．1．国保標準仕様書【第1.4版】（案）へ反映した事項について

〇 制度改正及び国保標準仕様書【第1.4版】の持ち越し事項等、国保標準仕様書【第1.4版】（案）へ取り込みを
行った事項は以下の通り。



# カテゴリ 項目 対応内容

5

その他

印字不可の宛名郵便番号対応

滞納管理の帳票において、宛名郵便番号が印字できない場合があることが判明したため、執
行機関の名称・宛名所在地等は基本データリストにおいて任意項目とされていることを踏まえ、
「郵便番号」「住所」「氏名」については、標準オプション項目に変更した。
【印字できないパターン】
パターン①：権利者用の帳票は氏名と住所のみの入力であるため
パターン②：執行機関向けの帳票は画面で宛名情報を入力できないため
パターン③：利害関係人向けの帳票であるが、利害関係人の宛名郵便番号を保持してい

ないため
パターン④：宛先が個人向けではなく、宛名郵便番号を保持していないため

6
税務標準仕様書の改版箇所の横並
び見直し

令和6年8月末に公開された税務標準仕様書【第4.0版】の改版箇所を確認し、国保標準
仕様書へ反映すべき要件があるか確認した結果、以下の反映を行った。
① 財務会計システムへの連携機能を実装必須から標準オプション機能へ変更。
② 「執行停止」の文言を、地方税法第15条の7のとおり「滞納処分の停止」へ修正。

7
不支給決定通知書の項目の実装類
型変更

不支給決定通知書の内訳項目の実装類型が、支給決定通知書の実装類型と異なるとのご
意見をいただき、不支給決定通知書の内訳項目の実装類型を支給決定通知書にあわせて
標準オプション項目に変更した。

8
刑法改正による資格確認書等の様式
変更について

刑法改正に伴い、資格確認書等の帳票レイアウトを修正した。（詳細は後述）

9
特定健診等システムとの連携機能の適
合基準日変更について

特定健診等システムと国保システムの連携に係る機能要件（機能ID：0242748）の適合基準日
について、他の実装必須機能と同様に「令和8年4月1日」と規定していたが、特定健診等システム標
準仕様書の適合基準日は「令和11年4月1日」であり齟齬が生じていることから、機能・帳票要件の
適合基準日を変更した。

10 誤植修正等の反映
以下の事項について、国保標準仕様書へ反映した。
①「収納25：督促状（納付書兼用４）」の帳票レイアウトと帳票詳細要件と不整合の項目（納
付番号、確認番号等）があったため、帳票レイアウトを修正した。

13

３．1．国保標準仕様書【第1.4版】（案）へ反映した事項について

（前ページから続く）



14

第3回検討会資料より再掲
３．1．国保標準仕様書【第1.4版】（案）へ反映した事項について
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３．1．国保標準仕様書【第1.4版】（案）へ反映した事項について
第3回検討会資料より再掲
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３．1．国保標準仕様書【第1.4版】（案）へ反映した事項について
第3回検討会資料より再掲
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３．1．国保標準仕様書【第1.4版】（案）へ反映した事項について
第3回検討会資料より再掲
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第3回検討会資料より再掲
３．1．国保標準仕様書【第1.4版】（案）へ反映した事項について
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３．1．国保標準仕様書【第1.4版】（案）へ反映した事項について
第3回検討会資料より再掲



３．1．国保標準仕様書【第1.4版】（案）へ反映した事項について
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第3回検討会資料より再掲



３．1．国保標準仕様書【第1.4版】（案）へ反映した事項について
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３．２．今後対応予定の事項について

〇 国保標準仕様書【第1.4版】（案）への取り込みは行っていないが、今後国保標準仕様書への反映を予定している
制度改正に係る事項は以下の通り。

# カテゴリ 項目 対応内容
今後の
予定

1 制度改正
高額介護合算
療養費の支給
手続き簡素化

令和4年度地方分権改革の提案募集での提案をうけ、高額介護合算療養費の支給申請
手続きが簡素化が可能となる見込みであることから、これに伴い国保標準仕様書の別紙に
おける規定を見直す。

第1.5版（仮）
にて検討予定

2 その他
給付管理機能
の実装要否につ
いて

令和5年度に実施した国保標準仕様書【第1.2版】の検討において、給付管理機能につい
て、国保標準仕様書に示した機能を利用せずに標準化対象外システムにて対応している市
区町村が存在することが想定されるため、このような市区町村においては当該機能を実装し
なくてもよいものとする規定を追加するかについて議論したところ。議論の結果、当該機能を
国保システムに実装しない場合、機能別連携仕様に沿った他システムとのデータ連携ができ
なくなること等が懸念されることから、規定の追加は見送り、継続検討事項としていたところ。
（当時の検討結果の詳細については次ページ参照。）

現在、令和7年度末となる標準化期限を見据えて、標準化期限までに標準仕様書への準
拠が困難なシステムの対応についてデジタル庁にて整理が進められているところであるが、この
たび、給付管理機能を国保システムに実装せず、システム外（Excel）で対応している団
体から「現行システムで給付管理機能を実装していないが、次期システムでも、給付管理機
能を実装しなくても、標準準拠システムとしてよいか」といった照会があり、回答にあたり、厚労
省国保課、デジタル庁との調整を行った結果、「Excel管理している等、利用団体がシステ
ム化不要と判断した場合かつ提供事業者によって当該機能を構築しない対応（非活性化
等）が可能な場合においては必ずしもシステム化する必要はない。」という方針が整理された
ところ。

ただし、国保標準仕様書においては、上記のとおり、過去の検討経過が存在することを踏ま
え、改めて検討会にお諮りし、全国意見照会を実施したうえで、仕様書への反映を行うこと
が適切であることから、第1.5版（仮）の改定における対応とさせていただく予定。

国保標準仕様書においては、規定している給付機能についても改めて取り扱いを検討する。

〇 上記については、令和7年8月に国保標準仕様書【第1.5版】（仮）として公開する予定。

〇 現時点において対応を予定している事項は上記2点だが、今後国から追加で制度改正や他の業務と横並びで対応す
べき事項等が示された場合は対応方針を検討の上、反映する予定。
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